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Ⅰ いじめ防止に対する本校の基本的な考え方 

１ はじめに 

 いじめは、いじめを受けた児童生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長

及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるお

それがある。したがって、いじめは絶対に許されないものであり、学校の重要課題と位置づけて、い

じめの防止、早期発見、早期対応のため組織的に取り組んでいく必要がある。 

 また、いじめはどの児童生徒にも、どの学校においても起こりうることから、誰もが安心して学

校生活が送れるように、すべての教職員が日ごろから情報の共有と共通理解に努め、あらゆる教育

活動を通していじめのない学校づくりに取り組んでいく。 

 さらに、スクールカウンセラー（以下、ＳＣ）を含めた教育相談体制の充実、関係諸機関や地域と

の連携により取り組みの強化を図っていく。 

 

 

２ いじめの定義 

 「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定

の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じ

て行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているもの

をいう。 （いじめ防止対策推進法 第一章 第二条） 

 個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・形式的にすることなく、いじめられた

児童生徒の立場に立つことが肝要である。また、いじめには多様な態様があることに鑑み、いじめ

防止対策推進法の対象となるいじめに該当するか否かを判断するに当たり、「心身の苦痛を感じてい

るもの」との要件が限定して解釈されることのないよう努めることが必要である。例えばいじめら

れていても、本人がそれを否定する場合があることを踏まえ、当該児童生徒の表情や様子をきめ細

かく観察するなどして確認することが大切である。 

 

 

３ 本校の実態 

 本校は重度・重複障がいのある児童生徒が通学する小・中・高等部の学校である。学年、学部、学

校全体など様々なグループで学習を行うため、日常的に異年齢交流を行う頻度が高い。教職員は登

校時などに付き添いの保護者と情報交換ができる環境にある。職員は教諭（養護教諭、栄養教諭を

含む）の他、理学療法士（PT）、作業療法士（OT）、看護師、介護員等が協働しており、少人数の児

童生徒に対して多くの教職員が接することができる。また、すべての児童生徒が保護者と共に、自

家用車かタクシーで登下校しており、学習場面の他、摂食指導・排せつ指導等を含め、登校から下校

までの間、児童生徒は保護者や教職員の保護下にある。 

このようなことから、本校ではいじめが深刻化する可能性は大変低い環境にあるといえる。した

がって、本校におけるいじめ対策は、特に未然防止と早期発見に重点が置かれる。また、このような

本校の実態から、いかに教職員と保護者間、教職員間で情報を共有し、連携した取り組みができる

かがいじめ防止・いじめ対応の鍵になっていると考える。 
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 本校は小・中・高等部の幅広い年齢層の児童生徒が在籍すること、またそれを支える保護者の年

齢層も広く、その多様な価値観への対応を考慮していく必要がある。また、令和４年度からの学則

改正に伴い、児童生徒の状況に応じて保護者が学校を離れることができるようになり、保護者同士

や保護者・教職員間など、子どもと関わる大人の関係の変化にも気を配る必要がある。 

 観点を変えてみると、重度・重複の障がいがあることから教職員や保護者が生活年齢に応じた対

応が十分ではなく、年齢にふさわしくない接し方、障がいや身体の弱さ、変形への理解をふまえた

特別な対応が必要な児童生徒であることを忘れてはならない。また、24 時間にわたる医療的ケアな

ど、子どもの命を守るために常に緊張から解かれることがなく、ストレスを抱える保護者に対して

は基本として訴えによく耳を傾け、教育相談や個別懇談、時にはＳＣなどの専門職の力を借りなが

ら保護者の心理的安定を図ることも重要な課題である。 

児童生徒一人一人に対して十分な人権意識をもち、かけがえのない命を全力で守るという姿勢を

常に意識することが重要で、このことがいじめの未然防止、命を守ることになる。 

 

 

Ⅱ 本校の学校教育相談体制 

 本校におけるいじめ対策に関わり、特に未然防止と早期発見については、校内の教育相談体制の

中で細やかに対応していくことが現実的である。                    

 

１ 教育相談体制 

 外部からの相談では主に、 

① 就学に係る相談（療育機関、他の特別支援学校 等）がある。教頭や教務部を窓口として対応し、

本校の特色を理解いただけるよう努めるとともに、保護者の不安に寄り添いながら就学先の決定

に関する情報を提供する。 

 校内の相談では、教員や各専門職が連携しながら保護者の相談に対応している。 

② 卒業後の進路に関する相談は主に高等部の支援部が対応している。進路決定に至るまでに計画的

に施設実習を行うほか、卒業後の利用を希望する福祉サービスなどの調整を相談支援事業所と連

携しながら進めている。 

③日常の学校生活や家庭生活に関わる相談では、担任、学部付きの教員を始め、必要に応じて在宅

で使えるサービスや相談機関の紹介、家族での介護に伴う相談などを随時受け付けている。また

必要に応じて SC につなぐこともある。 

④整形相談～整形医が来校し、PT や OT による訓練に対する指示や装具の調整、作成、修理に関す

る相談を受けている。 

⑤口腔衛生摂食相談～歯科医が来校し、担任や療法部、保護者に対して口腔衛生（歯磨き等）、摂食

について相談を受け、安全な食事の形態や摂食の仕方などについて細やかに指導を行う。 

⑥看護師は児童生徒の健康チェックやケアをしながら、保護者の児童生徒の体調に関する相談に耳

を傾けアドバイスすることもある。 

⑦SC が来校し、主に保護者の相談を受けている。また職員向けに心理的な支援に関する研修を行っ

ている。 
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２ いじめの未然防止 

 ・教職員・児童生徒・保護者がいじめについての認識を共有する。 

 ・子ども理解に関わる研修会、市教委の「悩みやいじめに関するアンケート」など、多角的な情報

収集に当たる。 

 ・児童生徒の発達段階に応じて、他者への思いやり、周りを慈しむ気持ちを意識して育てるよう

に指導場面に取り入れる。 

 ・校内における教育相談体制を充実させ、担任が丸抱えせず問題が小さいうちに担当部署に上が

ってくるような体制づくりとともに、ＳＣ等の専門家との連携を図る。 

 ・児童生徒を支える保護者のストレスが過大にならないように、日々の保護者の声や悩みなどを

共有しその解決について共に寄り添い考えるよう努める。 

 

３ いじめの早期発見 

・保護者からの相談がしやすいような雰囲気づくりとともに、その訴えに耳を傾ける。 

・児童生徒の気持ちや訴えを様々な方法で受け止め確認する努力をする。 

・日頃より教職員と保護者間で情報交換に努め、複数の職員の目で生徒のサインを見逃さないよ

う努める。 

 ・市教委の「悩みやいじめに関するアンケート」の情報を学校全体で共有し、分析・評価に役立て

る。 

 

 

Ⅲ 本校のいじめ対応 
 

１ いじめの対処  

 (1) いじめの発見・情報 

・小さな事案でも「いじめかもしれない」という姿勢で迅速、組織的に対応する。 

 ・児童生徒の変化や保護者からの相談等、いじめを受けていると疑われる情報が得られた場合、

対応した者はすぐに関係する教職員と管理職に伝え、日時、内容など詳細に記録を取る。 
 

 (2) いじめの事実確認・認知 

 ・早急にいじめ防止対策委員会（Ⅲー２参照 以下、委員会）を招集して、児童生徒、保護者、教

職員からの情報を吟味し慎重にいじめであるかどうかの判断をする。 
  

 (3) 指導計画・体制づくり 

 ・いじめと判断された場合、児童生徒の実態に合わせた指導計画と体制を委員会で検討する。 

 ・計画の作成に当たっては、必要に応じて市教委学校支援相談窓口、札幌市児童相談所など関係

機関と連携して行う。 

 ・体制づくりに当たっては、担任だけでなく児童生徒に関係する教職員を複数配置する。 

・職員会議や職員朝会で、事実報告と委員会で決定した指導計画・体制を全体に周知する。 

・保護者に対して、事実関係の報告と委員会で決定した指導計画・体制を説明する。 

・重大事態が発生した場合は、札幌市教育委員会が策定した対応フローに沿って対応する。 
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 (4) 児童生徒への指導・支援 

 ・被害の児童生徒には見守りを実施し、心のケアに努めると共に被害児童生徒をいじめから守る

ことを基本姿勢とする。 

 ・加害の児童生徒に対しては、保護者とも連携をして、いじめは人格を傷つける行為であり、して

はいけないことを理解させるよう指導する。 

 ・他の児童生徒についても同様のいじめが起きないよう、授業や集団活動等を通じ他者を認め合

う気持ち、相手の立場になって行動することを理解させるように努める。 
  

 (5) 事後の観察 

 ・被害児童生徒、加害児童生徒共に教職員複数で観察したり、保護者から家庭での様子を聞いた

りするなど情報収集に努める。 

 ・指導・支援が十分でないと認められた時は、外部機関とも相談の上、さらなる指導・支援体制の

強化に向けて委員会で検討し実施する。 
 

 (6) 対応の検証 

 ・一連の対応について、委員会や校内研修会で検証を行い職員間で情報を共有し、必要であれば

関係機関、地域や学校評議員等に意見を求め検証を深める。 

 ・保護者と協力関係機関等に、今回の対応とその後の経過を報告する。 
 

 (7) 見直し 

・同種のいじめが再発しないように、委員会で日常の授業や活動の場での指導・支援のあり方につ

いて検討をすすめ実施する。 

 ・検証の中で改善の余地が認められれば、委員会で今後の対応の見直しに向けて検討を行う。 

・見直しにあたっては保護者や関係機関等からの意見も参考にする。 

・学校いじめ防止基本方針の改定が必要と認められれば、委員会が改定の原案を作成し職員会議

に提出する。 

 ・学校評価において目標の達成状況等を評価し、必要に応じて取組の改善につなげる。 

 

２ いじめ防止のための体制・組織  

 (1) いじめ防止対策委員会（構成員等） 

 ・いじめ防止対策委員会は、いじめの予兆や起こってしまったいじめの状況を学校全体で共有し、 

対応に当たるために開催する。組織の責任者は校長とし、いじめの防止等に係る全ての取組は、 

  校長の監督の下で行う。構成員は次のとおり 

 

 

 

 

 

 ・いじめの疑いを把握した場合は、教頭が速やかに構成員を招集して委員会を開催する。構成 

  員全員がそろわない場合でも、出席可能な者のみで会議を開催する。 

 校長（委員長）、教頭（副委員長）、学部教務主任（小･中･高）、指導部長、養護教諭、 

 療法部代表、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、その他関係の教職員 
 

 ＊必要に応じて、弁護士、医師、教育学者などの専門家や地域の関係者などを加える。 
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 ・校長が不在の場合は教頭が役割を担い、不在時の対応等については速やかに責任者である校 

  長に報告する。 

 ・構成員が会議に参加できない場合には、会議日以外に個別に意見を求めるようにする。 
 
 

 (2) いじめ防止対策委員会（会議の開催等） 

 ・いじめ防止対策委員会の定例会議を月に１回程度開催し、開催予定日は「年間行事予定」に位 

置付ける。本校では、原則として学校運営委員会終了後に開催することとし、会議においていじ 

めの認知や解消の件数及び認知した個別の対応状況を確認する。 

 ・いじめ防止対策委員会としての記録は、学校運営委員会の記録と分けて別途作成する。 

 ・いじめに係るアンケート実施後に、アンケート結果や面談等の内容について検討するために、 

  委員会を開催する。 
 
 

 (3)いじめ防止等の対応マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【いじめ対応に係る留意事項】 

対応内容 留意事項 

情報の把握 ・「いじめ見逃しゼロ」の徹底を目指し、認知及び解消については個 

 人に委ねず、いじめ対応委員会で判断する。 

・複数の教職員がそれぞれ集めたいじめに関する情報は、ICT も活用し 

いじめ対応委員会において集約と共有を図る。 

・アンケートの結果など過渡期の情報も含め、児童生徒ごとに個別に情 

報をまとめるなどして、経年的に把握できるようにする。 

（悩みやいじめに関するアンケート調査用紙は、小学部から中学部に 

も引き継ぎ、３年間保管する） 

                

いじめの疑いのある情報の把握 

① 事実関係の把握 

② いじめられた児童生徒の 

  安全・安心の確保 

③ いじめた児童生徒や 
  周囲の児童生徒を含む 
   解決に向けた働きかけ 

④ 

保
護
者
へ
の
対
応 

⑥ 再 発 防 止 

⑦ いじめの解消 

関
係
機
関
等 

教 

育 

委 

員 

会 

⑤ 連 携 

学 校 
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 (4) 重大事態発生時の対応 

 ・学校から教育委員会に、重大事態の発生を報告する。 

 

 

 

 

 

 
 

・いじめのサインチェックシートによって把握したいじめの疑いにつ 

いては、いじめ対応委員会で事実関係の確実な把握といじめの認知を 

行う。（市の改定案 P25 参照） 

・教職員個人の差によらない、客観的ないじめの認知の判断と組織とし 

ての対応ができるよう、アセスメントシートを活用する。アセスメン 

トシートについては、児童生徒進級・進学や転学にあたって、次の学 

年・学校に確実に引継ぎ、指導や支援につなげるようにする。 

・悩みやいじめに関する 

＊サインチェックシート及びアセスメントシートの様式は、後日、市教 

委から提示される予定 

緊急時の対応 ・緊急性が高いと判断した事案や、いじめの重大事態につながること 

 が懸念される事案については、速やかに教育委員会に報告する。 

いじめの解消 ・いじめの解消の目安である３か月に至るまでの間は、教職員による 

 見守りを実施する。 

・被害児童生徒及び保護者との面談を通じて、心身に苦痛を感じてい 

 ないかを継続的に確認する。 

・加害児童生徒の保護者に対しても、学校における状況等を共有し、 

 保護者と連携して指導と見守りを行う。 

・いじめ解消の判断は、事案対処後３か月を目途として、被害児童生徒 

及び保護者との面談等による確認の結果を踏まえて、いじめ対応委員 

会において行う。 

<いじめが解消している状態>  

＊少なくとも次の二つの要件が満たされていること 

 ①被害者に対する心理的または物理的な影響を与える行為が止ん 

でいる状態が、少なくとも３か月以上継続していること。（ただ 
し、この期間は、いじめの被害の重大性等を考慮し、学校の設置 
者又は学校いじめ対策組織の判断により、より長期の期間を設定 
するものとする） 

  ②被害児童生徒が、いじめの行為により心身の苦痛を感じていない 

と認められること。被害児童生徒本人及びその保護者に対し、心 
身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認する。 

 

重大事態とは 

①児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。 

 具体的にが次の様なケースなどが想定される。 

 ・児童生徒が自殺を企図した場合 

 ・身体に重大な障害を負った場合 

 ・金品等に重大な被害を被った場合 

 ・精神性の疾患を発症した場合 
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 (5) 児童生徒及び保護者、地域等への説明等 

 ・入学時及び各年度の開始時に児童生徒の発達の段階に応じて方針を説明し、いじめについての 

  理解を図り、いじめの防止等の取組を推進する。 

 ・必要に応じて、インターネット上に誹謗中傷を書き込む行為は取り返しのつかないことになる 

  ことなど、ネット上のいじめ防止に係る指導を行う。 

 ・保護者や関係機関等に方針を説明し、学校の取組に対しての理解を図るとともに、連携・協働 

  していじめの防止に当たる体制づくりにつなげる。 

 ・方針を学校のホームページに掲載し、保護者や地域住民が学校いじめ防止基本方針の内容を確 

  認できるようにする。 

 

 

②いじめにより児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあ 

ると認めるとき。 

 「相当の期間」については、不登校の定義を踏まえ年間 30 日を目安とする。 


